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④ 数値目標の詳細　※設定できない計画については記載不要。

指標の名称 指標の定義（計算式／説明）

③ ロードマップ

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和９年度
（2027年度）

① 目的・内容

　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少を背景に、政府が働き方改革の一環として、多様な働き方を推進している。本
院においても、更なる魅力のある学校を目指し、多様な働き方を推進することを通じて、教職員一人ひとりが能力を存分に
発揮できる環境づくりを行う。現段階で検討している具体的な施策は、次のようなものが挙げられる。
・教職員が停年退職した後の再雇用制度を構築し、「働きがいも経済成長も（SDGs）」の実現を目指す。
・業務の繁閑に応じて労働時間の配分を行い、総労働時間を短縮することにより、仕事と生活の調和を図ることを目指した
変形労働時間制を導入する。
・業務効率化等を目的として、在宅勤務を恒常的な制度として導入する。
・育児を必要とする教職員等のための保育所又は託児所を開設し、ライフステージの変化を問わず、安心して働ける環境
を整える。また、地域住民にもその利用を開放することにより、「住み続けられるまちづくり（SDGs）」の推進を目指す。

② 到達目標（数値目標／定性目標 ）　※数値目標を設定できない計画は、定性目標を設定すること。

導入した制度等を教職員等が利用することにより、教職員一人ひとりがその能力を存分に発揮し、また、高年齢者
を含めた就業意欲がある教職員等の積極的な活用が促進されること。

管 D 多様な働き方の推進 令和 年度 令和

分　類 実施計画 開始年度 完了年度 将来的な継続

年度 あり（予定）

法人本部 企画課管理用

推進主体 人事部人事課

責任者 人事部長

・各施策の検討

・各施策の導入
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教職員の福利厚生の一環として加入している団
体生命保険の保障対象を見直し、教職員への更
なる支援を通じて、人材の確保及び定着化に繋
げることを目指す。教職員が企業主導型保育施
設を利用出来る取組みについては、令和６年度
に複数の運営企業と契約を締結したが、本制度
の教職員への周知を行うと共に、引き続き共同
利用の提携先の開拓を行う。
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計画当初に検討していた企業主導型保育施設の
新規設置申請が令和４年度から募集停止とな
り、東京都は企業主導型保育所の定員充足のた
めの提携先事業所のマッチング・共同利用を推
進している。そのような状況下において、本院
教職員が企業主導型保育施設を利用出来るよ
う、共同利用の提携先となり得る企業主導型保
育施設へのヒアリング・見学などを行い、提携
先を選定のうえ、まずは、２～５程度の企業主
導型保育施設との共同利用契約の締結を目指
す。

東京都が推進している企業主導型保育所の定員充
足のための提携先事業所のマッチング・共同利用
に関して、本院教職員が通勤時に利用している鉄
道の沿線に設置されている企業主導型保育施設へ
ヒアリング・見学を行い、共同利用契約の締結準
備を推進した。
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「多様な働き方の推進」の一環として、教職員
の仕事と育児の両立を支援するため、現行の育
児休業制度を見直し、教職員一人ひとりが能力
を存分に発揮できる環境づくりを行うととも
に、人材確保に寄与する施策の検討を行う。さ
らに、企業主導型保育施設を本院教職員が利用
出来る取組みについては、共同利用の提携先と
なり得る企業主導型保育施設へのヒアリング・
見学などを引き続き行い、提携先を選定のう
え、共同利用契約の締結を目指す。

教職員の仕事と育児の両立を支援するため、育児の
ための勤務時間短縮措置を申し出ることができる期
間を「子が３歳に達する日まで」から「小学校第３
学年を修了する日まで」に制度改正した。労働時間
の増加を抑制し、心身の健康維持を図ることを目的
として、職員の１か月単位の変形労働時間制を、ま
た、職員の業務の効率化及び事務組織の危機管理体
制の強化を目的として、在宅勤務制度を導入した。
教職員が企業主導型保育施設を利用出来る取組みに
ついては、共同利用の提携先を選定し、複数の運営
企業と契約を締結した。

⑤ 実施計画／実施報告

年度 実施計画 実施報告／今後の課題
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　現段階で検討している各種施策（停年退職
した後の再雇用制度、変形労働時間制、在宅
勤務、保育所）について、実現可能性も含め
て情報収集を開始し、本院の状況をふまえた
場合の課題と方向性を明らかにする。優先順
位としては、将来的な法令改正が見込まれる
停年後の再雇用制度から着手する。

改正高年齢者雇用安定法の施行に伴い、70歳まで
の就業確保が努力義務になったことから、令和４
年度より嘱託職員の雇用年齢の上限をこれまでの
65歳から70歳に引き上げ、職員の停年退職者の再
雇用を一部試行した。また、高等科から幼稚園ま
での各学校との協議を経て、65歳から70歳までの
高年齢者を対象とした新しい職種として特任教諭
を創設し、令和５年度より当該制度を施行するこ
ととした。


